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１ 指定管理者の募集について 

（１）募集概要 

川越市「小ケ谷」「高階北」「川越駅東口」老人憩いの家（以下「憩いの家」と

いう。）は、平成１８年４月から指定管理者制度を導入し、効率的な施設運営と

市民サービスの向上を図るべく運営を行ってきました。 

本市では、現在の指定期間が令和８年３月３１日で終了することから、憩いの

家３施設を一括して、次期指定管理者の募集を行うものです。 

 

（２）指定期間 

令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで（５年間） 

 

２ 施設の概要 

（１）設置目的 

憩いの家は、教養の向上やレクリエーション等の場を提供し、高齢者の心身の

健康増進を図ることを目的として設置された施設です。 

本市では、公設の憩いの家を小ケ谷、高階北、川越駅東口の３か所に設置して

おり、対象者は原則６０歳以上の者で、利用料は無料となっています。 

 

（２）施設の所在地・規模等 

①川越市小ケ谷老人憩いの家 

所在地   川越市大字小ケ谷１５９番地１７ 

開設年月日 平成８年４月１日 

敷地面積   ７５６．９３㎡ 

延床面積   ４９６．１８㎡のうち、２４８．０９㎡（２階部分※１） 

建物構造   鉄筋コンクリート造２階建 

主要施設   舞台付大広間、会議室、談話室、事務室 

定員       ７５人 

開館時間  午前９時から午後４時３０分まで 

休館日   火曜日（火曜日が国民の祝日に関する法律第３条に規定する

休日に当たるときは、その日以後の直近の同法に規定する休

日以外の日）、年末年始（１２／２９～１／３）※２ 
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②川越市高階北老人憩いの家 

所在地   川越市砂新田１丁目１６番地１ 

開設年月日 平成８年５月１１日 

敷地面積   高階北小学校の一部 

建物構造   鉄筋コンクリート造２階建（１階部分） 

延床面積   １２０．４２㎡ 

主要施設   談話室、集会室、事務室 

定員       ３６人 

開館時間  午前９時から午後４時３０分まで 

休館日   火曜日（火曜日が国民の祝日に関する法律第３条に規定する

休日に当たるときは、その日以後の直近の同法に規定する休

日以外の日）、年末年始（１２／２９～１／３）※２ 

 

③川越市川越駅東口老人憩いの家 

所在地   川越市菅原町２３番地１０ 

開設年月日 平成１４年７月２１日 

敷地面積   複合施設クラッセ川越の一部 

建物構造   鉄筋コンクリート造６階建 

延床面積   ４２．３５㎡（３階の一部） 

主要施設   談話室 

定員       ２４人 

開館時間  午前９時３０分から午後５時３０分まで 

休館日   火曜日（火曜日が国民の祝日に関する法律第３条に規定する

休日に当たるときは、その日以後の直近の同法に規定する休

日以外の日）、年末年始（１２／２９～１／３）※２ 

 

※１ 川越市小ケ谷老人憩いの家１階部分の一部については、公益社団法

人川越市シルバー人材センターからの申請に基づき、川越市シルバー

ワークプラザとして行政財産の目的外使用を許可しています。 

そのため、この部分については、指定管理の対象外とします。 

 

※２ 憩いの家の各休館日について、指定管理者は、施設の管理上必要が

あると認めるときは、あらかじめ市の承認を得て、休館日を変更し、

又は臨時に休館することができます。 
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３ 指定管理者が行う業務内容 

（１）指定管理業務 

川越市老人憩いの家条例第９条第１項に基づき、指定管理者は、憩いの家の利

用に関する業務、施設（設備及び物品を含む。）の維持管理に関する業務、環境の

維持管理に関する業務、その他の業務を行います。 

詳細については、別紙１「業務仕様書（業務内容及び管理基準）」を参照くだ

さい。このほか、申請者から提案のあった事項についても、指定管理者の行う業

務となります。 

   

（２）自主事業の企画及び実施 

   自主事業とは、指定管理者が自ら企画した業務で、指定管理業務ではない業務

をいいます。 

   指定管理者は、憩いの家の設置目的を効果的に達成するため、自主事業を企

画・立案し、市の承認を受けた上で事業を行うことができます。 

事業に係る経費は、指定管理者の「自主採算」とします。事業により発生する

全ての収入については指定管理者の収入となりますが、損失が発生した場合、市

は補填を行いません。 

事業の実施に当たっては、施設利用が少ないことが見込まれる時期に実施する

など、なるべく一般の利用を妨げることのないようにしてください。 

  なお、自主事業の提案に当たっては、申請書類５「自主事業計画書」への記載

により、また必要に応じて「企画提案書（任意書式）」を添付して提案してくだ

さい。 

 

 （３）業務の第三者への委託 

指定管理者が行う業務の全部を第三者に委託し、又は請け負わせることは認め

られません。ただし、業務の一部（清掃や設備保守点検等の個々の具体的業務）

について、事前に市の承認があった場合はこの限りではありません。 

 

 （４）感染症等への対応策 

   指定管理者は、施設や職員の感染防止対策、利用者への安全対策や利用方法の

周知など、必要に応じて対応策を講じてください。 
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４ 管理運営に要する経費 

（１）指定管理業務に関する経費 

① 申請書類３「指定管理料提案書」に記載する指定管理料については、別紙

１「業務仕様書（業務内容及び管理基準）」に示した業務を行う上で必要な、

指定期間５年間の経費（税込）を提案してください。 

なお、憩いの家の管理運営に係る指定管理料の上限額については、以下の

とおりとします。※１ ※２ 

  【指定管理料上限額（５年間の総額）】９１，０００千円（税込）※３ 

② 光熱水費、委託費及び修繕費等の算定に当たっては、別紙２「施設の改築

及び修繕等の実施区分」及び別紙３「指定管理料算定用参考資料」を参考に

してください。 

③ 指定期間中の指定管理料については、地方自治法第２１４条に基づく債務

負担行為を設定する予定です。 

④ 社会情勢の変化等により急激な経費変動があった場合や、税制改正への対

応は、都度市と協議するものとします。 

 

※１ 提案された指定管理料は、予算の議決を経て確定するため、必ずしも

提案額が保証されるものではありません。また、年度ごとの指定管理料

については、四半期ごとの支払いを予定しています。 

 

※２ 指定管理料のうち、修繕費については、原則として精算することとし、

人件費、光熱水費及び委託費については、協議の上、精算できるものと

します。その他経費については、精算しないものとします。 

 

※３ 申請書類３「指定管理料提案書」に記載する提案額については、指定

期間５年間の経費（税込）の合計が、上限額の範囲内となるようにして

ください。 

   なお、提案額が上限額の範囲内であれば、申請書類２「事業計画書」

に記載する年度ごとの収支計画額は均等に分配する必要はありません。 
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５ 募集から業務開始までのスケジュール 

表１ 募集から業務開始までのスケジュール 

令和７年 

8 月 8 日（金） 募集要項の公表 

8 月 8 日（金） 

～8月 15 日（金）午後 5時 

現地見学会参加申込書の受付期間 

8 月 18 日（月） 

～8月 22 日（金）正午 

質問票の受付期間 

8 月 21 日（木）予定 現地見学会の実施 

8 月 28 日（木）まで 質問票に対する回答の公表 

9 月 1 日（月）午前 9時 

～9月 5日（金）午後 5時 

申請書の受付期間 

9 月～10 月 指定管理者候補者選定のための審査 

11 月中 指定管理者候補者選定結果の通知 

12 月下旬頃 指定管理者の議決（市議会12月定例会）、 

指定管理者の指定通知 

令和８年 

3 月中 引継ぎ・準備、協定の締結 

4 月 1 日（水） 業務の開始 

 

６ 申請に関する事項 

（１）申請者の備えるべき資格 

① 申請ができるのは、全指定期間において市内に事務所又は事業所を有する

法人その他の団体（以下「法人等」という。）とします。なお、個人での申

請はできません。 

② 次のいずれかに該当する法人等は、申請を行うことができません。 

ア 地方自治法施行令第１６７条の４（第１６７条の１１第１項において準

用する場合を含む。）の規定により、川越市における一般競争入札等の参加

を制限されている法人等 

イ 会社更生法に基づく更生手続中又は民事再生法に基づく再生手続中の法

人等 

ウ 川越市から入札参加停止の措置を受けている法人等 

エ 法人税、法人都道府県民税、法人市町村民税、法人事業税、消費税又は

地方消費税等納付すべき税金を滞納している法人等 
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オ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条に規定する暴力

団又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）若しくは暴力団の

構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制下にある法人等 

カ 労働基準法等労働者使用関連法令に違反し、極めて重大な社会的影響を

及ぼしている法人等 

※ 申請時に、上記②ア～カに該当しない旨の「誓約書（申請書類６）」を

提出してください。 

   ③ 複数の法人等で構成される団体（以下「グループ」という。）で申請する

場合は、グループの名称及び代表者を定めた上で、「グループ協定書又はこ

れに準ずる書類」（任意書式）及び「グループによる申請等に関する委任状」

（任意書式）を提出してください。※１※２ 

※１ 当該グループの構成員は、別のグループの構成員となり、又は単独

で申請を行うことはできません。また、構成員のいずれかが上記②ア

～カのいずれかに該当する場合は、申請を行うことができません。 

※２ グループが指定管理者に指定された後、構成員の一部が業務を継続

できなくなった場合、当該グループ全体が指定管理者の指定を取り消

される場合があります。 

（２）質問の受付 

   募集要項の内容等に関する質問は、次のとおり受け付けます。 

①  受付期間 

   令和７年８月１８日（月）から令和７年８月２２日（金）正午まで 

②  受付方法 

別紙４「指定管理者公募内容に関する質問票」に質問内容を簡潔にまとめ

て記入し、電子メールで提出してください。また、電子メール送信後、質問

票の未到着等を防止するため、高齢者いきがい課まで送信確認の電話連絡

（１５ページ参照）をお願いします。 

※１ 様式は、募集に関するホームページ（１５ページ参照）からダウン

ロードして使用してください。 

※２ 質問受付期間以外での提出及び適正な質問方法によらない照会（口

頭、電話等）には回答しません。 

③  質問の回答方法 

受け付けた質問に対する回答は、令和７年８月２８日（木）までに、募

集に関するホームページ（１５ページ参照）において公表します（質問者

名は非表示）。なお、質問内容によっては、回答までに一定期間を要する場

合や、質問内容を要約して掲載する場合があります。 
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（３）現地見学会の実施 

現地見学会を次のとおり実施します。参加を希望する場合は、別紙５「現地見

学会参加申込書」に「法人等の名称」、「代表者、担当者氏名、連絡先」及び参加

する人数（各団体２名まで）を記入のうえ、受付期間内に電子メールで提出して

ください。また、電子メール送信後、現地見学会参加申込書の未到着等を防止す

るため、高齢者いきがい課まで送信確認の電話連絡（１５ページ参照）をお願い

します。 

①  受付期間 

     令和７年８月８日（金）から令和７年８月１５日（金）午後５時まで 

②  開 催 日 

      令和７年８月２１日（木）予定 

※１ 開催日は、都合により変更になる場合があります。 

※２ 現地見学会において質疑応答は行いませんので、あらかじめご了  

承ください。なお、質問がある場合は、６（２）の手続きにより、   

別紙４「指定管理者公募内容に関する質問票」を提出してください。 

③  集合場所及び集合時刻 

      集合場所や集合時刻については、調整の上で改めてご連絡いたします。 

 

（４）申請の方法 

申請書類の提出にあたっては、以下の書類を作成の上、受付期間内に高齢者

いきがい課へ持参してください。なお、市が必要と認める場合は、追加資料の

提出を求めることがあります。 

①  受付期間 

令和７年９月１日（月）午前９時から 

令和７年９月５日（金）午後５時まで 

② 提 出 先 

〒３５０－８６０１ 川越市元町１丁目３番地１ 

川越市役所 高齢者いきがい課【本庁舎３階】 
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③ 提出書類 

 提出書類は表２のとおりです。各書類の作成及び添付については、各様式中の

指示事項に従ってください。 

 また、グループによる申請の場合は、No1 から No5 までと併せて構成員ごとに

表中右欄「※」の書類を提出してください。 

表２ 提出書類一覧 

〇法人の場合 

No 名 称  

1 川越市老人憩いの家指定管理者指定申請書         【申請書類１】  

2 事業計画書                       【申請書類２】  

3 指定管理料提案書                    【申請書類３】  

4 収支計画書                       【申請書類４】   

5 
自主事業計画書                     【申請書類５】 

※必要に応じて「企画提案書（任意書式）」を添付 
 

6 誓約書                         【申請書類６】 ※ 

7 
法人の定款若しくは寄附行為及び登記簿謄本（申請日前３ヶ月以内に取得

したもの。）又はこれに準ずる書類 
※ 

8 

法人等の決算関係書類 

※ 直近３事業年度（申請書提出日の属する事業年度の前年度を含む。）分

の事業報告書、収支計算書、正味財産増減計算書（損益計算書）、貸借

対照表、株主資本等変動計算書、財産目録又は、これに準ずる書類 

※ 

9 

法人等の経営計画関係書類 

※ 直近 1事業年度分の年度事業計画書（申請書の提出日の属する事業年

度の事業計画書）、収支予算書又はこれに準ずる書類 

※ 

10 
法人の組織及び運営に関する事項を記載した書 

※ 就業規則、経理規程、給与規程その他法人等の諸規程書類 
※ 

11 設立趣旨、事業内容のパンフレット等、法人の概要がわかるもの ※ 

12 
法人税、法人都道府県民税、法人事業税、法人市町村民税、消費税及び地

方消費税の納税証明書 
※ 

13 法人等の役員の名簿及び履歴を記載した書類 ※ 

14 
類似施設における業務実績（過去５年間を対象）を年度別に記載した書類

（管理施設の規模及び使用料の収入状況を明示） 
※ 

15 
市内に事務所又は事業所を有していることが分かる資料若しくは、指定期

間内において市内に事務所又は事業所を有する旨の誓約書 
 

16 
(グループによる応募の場合) 

グループ協定書又はこれに準ずる書類 
 

17 (グループによる応募の場合）  

グループによる申請等に関する委任状 
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〇法人以外の場合 

No 名 称  

1 川越市老人憩いの家指定管理者指定申請書         【申請書類１】  

2 事業計画書                       【申請書類２】  

3 指定管理料提案書                    【申請書類３】  

4 収支計画書                       【申請書類４】   

5 
自主事業計画書                     【申請書類５】 

※必要に応じて「企画提案書（任意書式）」を添付 
 

6 誓約書                         【申請書類６】 ※ 

7 団体の設立を定めた規約その他これに類する書類 ※ 

8 

団体の決算関係書類 

※ 直近３事業年度（申請書提出日の属する事業年度の前年度を含む。）分

の事業報告書、会計報告書又は、これに準ずる書類 

※ 

9 

団体の経営計画関係書類 

※ 直近 1事業年度分の年度事業計画書（申請書の提出日の属する事業年

度の事業計画書）、収支予算書又はこれに準ずる書類 

※ 

10 
団体の組織及び運営に関する事項を記載した書 

※ 就業規則、経理規程、給与規程その他団体の諸規程書類 
※ 

11 設立趣旨、事業内容のパンフレット等、団体の概要がわかるもの ※ 

12 
法人税、法人都道府県民税、法人事業税、法人市町村民税、消費税及び地

方消費税の納税証明書 
※ 

13 団体の役員の名簿及び履歴を記載した書類 ※ 

14 
類似施設における業務実績（過去５年間を対象）を年度別に記載した書類

（管理施設の規模及び使用料の収入状況を明示） 
※ 

15 
市内に事務所又は事業所を有していることが分かる資料若しくは、指定期

間内において市内に事務所又は事業所を有する旨の誓約書 
 

16 
(グループによる応募の場合) 

グループ協定書又はこれに準ずる書類 
 

17 (グループによる応募の場合）  

グループによる申請等に関する委任状 
 

 

※「法人以外の団体」については、法人税法にいう「人格のない社団等」を想

定しています。 
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④  提出部数等 

ア 申請に当たっては、上表における書類一式を正副１部ずつ提出ください。 

イ 正本に添付する書類は、原本としてください。（コピー不可） 

ウ 表２のうち、申請書類１～６までの書類の写しを１５部提出してください。 

エ 申請書類の様式は、募集に関するホームページ（１５ページ参照）からダ

ウンロードしたものを使用し、Ａ４版で提出してください。 

オ 提出書類の文字サイズは、１０．５ポイント以上とします。 

カ 正本、副本とも両面印刷、左綴じ、カラー使用可とし、二穴綴じ（ホチキ

ス不可）とします。 

キ 併せて電子データを保存したＣＤを１枚提出してください。形式は Word 

形式、Excel 形式、PDF 形式のいずれかとします。ただし、提出書類のうち

別紙１から別紙５までの書類については Word 形式及び Excel 形式にて提

出してください。 

⑤ 申請に関する留意事項 

ア 提出期限後の申請書提出は、受理しません。 

イ 提出期限後の提出書類の追加、再提出、差替え、内容変更は、原則として

認めません。 

ウ 申請できるのは、１申請者１件に限ります。複数の提案はできません。 

エ 申請に当たっての質問・照会等は、指定の方法に従ってください。高齢者

いきがい課への電話や執務室等への訪問はご遠慮ください。 

オ 申請書類に虚偽の記載があった場合や、申請後に申請者の備えるべき資格

不適格が発覚した場合は、失格とします。 

 

（５）申請の辞退 

申請書類を提出した後に指定管理者への応募を辞退するときは、別紙６「指定

管理者指定申請辞退届」を提出してください。 

 

（６）その他の注意事項 

  ① 著作権の帰属等 

事業計画書等の著作権は、申請者に帰属します。ただし、市は指定管理者

の公表等必要な場合には、事業計画書等の内容を無償で利用できるものとし

ます。なお、提出された書類は、理由のいかんに関わらず返却しません。 

  ② 費用の負担 

     申請に要する経費は、申請者の負担とします。 



 

11 

７ 指定管理者候補者の選定等 

（１）指定管理者の候補者の選定 

ア 指定管理者の候補者の選定に当たっては、提出された申請書（事業計画書

など）により審査を行った上で、最も適切な管理運営を行うことができると

認める申請者を次の⑷の手続を経て、指定管理者候補者とします。 

また、市が必要と認めるときは、応募書類の提出後に、申請者に対してヒ

アリング（プレゼンテーション）を実施したり、専門的知識を有する者の意

見を求めるといった選考を行います。なお、選定委員会の会議は非公開とし

ます。 

選定結果については、文書により通知します。審査内容、選定理由につい

てのお問合せにはお答えできません。 

   イ 指定管理者の指定は、市議会の議決を必要とします。したがって、指定管

理者の指定について市議会で議決を経た後、指定管理者に指定された旨を文

書で通知します。 

ウ 応募書類に虚偽の記載があった場合は、判明した時点で失格とします。 

なお、正式に指定管理者と指定されるまでの間に、指定管理者の候補者に

事故があった場合等は、選定されなかった申請者のうちから新たに指定管理

者の候補者を選定する場合があります。 

エ 指定管理者候補者が憩いの家の管理業務を実施するための準備に要した 

費用、提供した情報の対価等については、一切補償しませんのでご了承くだ

さい。 

 

（２）主な審査のポイント 

川越市老人憩いの家条例第１０条第２項の各号の基準及び本要項等に定めて

いる要件について審査します。 

① 資格に関する審査 

    本要項の「６（１）申請者の備えるべき資格」に該当する申請者の資格のな

い法人等が行った申請は失格となります。 

② 指定管理料提案額に関する審査 

    提案された指定管理料について審査します。 
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③ 審査基準（川越市老人憩いの家条例第１０条第２項に基づく審査） 

条文の各号に該当する以下の事項を審査要件として審査します。 

ア 市民の平等な老人憩いの家の利用を確保することができること。 

イ 関係する法令、条例及び規則を遵守し、適正に老人憩いの家の運営を行 

うことができること。 

ウ 老人憩いの家の設置の目的を効果的に達成し、効率的な運営を行うこと 

ができること。 

エ 指定管理業務を安定して行う能力を有していること。 

オ 指定管理業務を通じて取得した個人に関する情報の適正な取扱いを確す 

ることができること。 

 

（３）審査項目と評価の視点 

表３ 審査項目と評価の視点 

 審査項目 評価の視点 配点 

1 指定管理料提案額

に関する評価 
 180 

2 市民の平等利用の

確保に関する評価 

・公共性や公平性に配慮されているか。 

・利用者の利便性に配慮されているか。など 
20 

270 

3 関係する法令等を

遵守した適切な管

理運営の確保に関

する評価 

・公の施設としての管理運営の在り方を理解しているか。

など 
20 

4 
効果的、効率的な施

設管理に関する評

価 

・有効な利用促進の取組があるか。 

・利用者のニーズを把握し、対応する取組があるか。 

・施設の設置目的に沿った運営内容となっているか。 

など 

100 

5 
指定管理業務を安

定して行う能力に

関する評価 

・安心して業務を遂行できる職員体制となっているか。 

・市との連絡調整が円滑に行える体制となっているか。 

・緊急時や災害発生時に対応できる体制が取られている

か。など 

120 

6 個人情報の取扱い

に関する評価 

・個人情報の取扱いに関する取組が取られているか。な

ど 

10 

合計 450 
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（４）川越市公の施設指定管理者選定委員会 

市では、公の施設の指定管理者の候補者選定等を行う機関として、「川越市公の

施設指定管理者選定委員会」を設置しています。 

指定管理者候補者は、提出された申請書（事業計画書など）による審査を行っ

た後、「川越市公の施設指定管理者選定委員会」における選定に係る審議を経た上

で決定します。（この選定に係る審議において申請者の対応は予定していません。） 

 

８ 指定管理者の指定通知後の手続 

（１）基本協定の締結 

    管理業務に関する事項や、管理に要する経費の支払時期等の細目的事項につ

いて、指定管理者と市が協議の上、基本協定を締結するものとします。 

（２）引継ぎ、準備業務の実施 

    指定管理者は市と協議し、指定期間の始期から円滑に業務が実施できるよう、

前指定管理者から事務を引き継ぎ、必要な準備行為を行うものとします。 

なお、引継ぎ及び準備行為に要する経費は、前指定管理者と新指定管理者そ

れぞれの負担とします。 

（３）指定の取消し 

    指定管理者が、協定の締結までに次に掲げる事項に該当した場合は、その指

定を取消し、協定を締結しないことがあります。 

なお、市は指定管理者の指定を取消した場合、指定管理者に生じた損害につ

いて市はその賠償の責めを負わないものとします。 

ア 指定管理者の経営状況の急激な悪化等により、管理業務の履行が確実でな

いと認められるとき。 

イ 著しく社会的信用を損う等により、指定管理者としてふさわしくないと認

められるとき。 

ウ 「６（１）申請者の備えるべき資格」を有していないことが判明したとき。 

エ 申請や審査過程その他において不正な行為があったと市が認めたとき。 
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９ 関係法令の遵守 

（１）主な関係法令等 

   地方自治法、地方自治法施行令、川越市老人憩いの家条例、川越市老人憩いの

家条例施行規則、個人情報の保護に関する法律、川越市個人情報の保護に関する

法律施行条例、川越市個人情報の保護に関する法律施行細則、川越市情報公開条

例、川越市情報公開条例施行規則、労働関係法令（労働基準法、最低賃金法等）、

施設・設備維持保全関係法令（消防法等）、その他関係法令等 

 

１０ その他 

（１）指定管理業務の継続が困難となった場合等における措置に関する事項 

   ア 指定管理者は、指定管理業務の継続が困難となった場合又はそのおそれが

生じた場合には、速やかに市に報告しなければなりません。 

   イ 指定管理者の責めに帰すべき事由により指定管理者による適正な施設管

理が困難となった場合又はそのおそれがあると認められる場合には、市は、

指定管理者に対して改善勧告を行い、期間を定めて改善策の提出及び実施を

求めることがあります。 

この場合において、指定管理者が当該期間内に改善することができなかっ

たときには、市は、指定管理者の指定を取消し、又は期間を定めて指定管理

業務の全部又は一部を停止することがあります。 

   ウ 指定管理者が市の指示に従わないときや指定管理者の財務状況が著しく

悪化するなど指定管理業務の継続が困難と認められる場合には、市は、指定

管理者の指定を取消し又は期間を定めて指定管理業務の全部又は一部を停

止することがあります。 

   エ 上記イ又はウにより指定管理者が指定の取消し等をされ、市に指定管理者

の債務不履行による損害が生じた場合には、指定の取消し等をされた指定管

理者は、市に生じた損害について賠償の責めを負うことになります。 

なお、指定の取消し等をされた指定管理者が損失を受けることがあっても、

市はその補償の責めを負いません。 

   オ 市又は指定管理者の責めに帰することができない事由により指定管理業

務の継続が困難となった場合には、市と指定管理者は、指定管理業務の継続

の可否について協議することとします。 
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（２）原状回復措置 

    指定期間が満了して、継続して指定管理者の指定を受けていないとき、又は

指定の取消しによって指定管理者の指定が終了となるときは、市が認めるもの

を除き、原状回復措置を行っていただきます。なお、これに係る費用請求はで

きません。 

 

（３）各種税の取扱い 

指定管理者は、消費税、事業所税及び印紙税などの納税義務者となる可能性

があるため、管轄の税務署等の関係機関に確認してください。 

なお、租税負担が生じた場合は、指定管理者が負担することとなります。 

 

１１ 問合せ先 

住   所：〒３５０－８６０１ 川越市元町一丁目３番地１ 

川越市福祉部高齢者いきがい課 管理担当【本庁舎３階】 

電   話：０４９－２２４－５８０９（直通） 

電子メール：koreisha@city.kawagoe.lg.jp 

募集に関するホームページ 

https://www.city.kawagoe.saitama.jp/kenko/fukushi/1006679/1006718

/1018365.html 

 


